
（様式第２号） 

 

 

富山海区漁業調整委員会委員の推薦書（団体推薦） 

 

 提出日： 令和６年 〇月 〇日 

富山県知事 殿 

推薦団体 住   所  〇〇市〇〇〇 

      名  称  〇〇漁業協同組合                 

    代表者氏名 〇〇 〇〇          印 

  

富山海区漁業調整委員会の委員として、次の者を推薦します。 

 

１ 被推薦者（推薦を受ける者） 

ふりがな たてやま いちろう 
性 別 男・女 

氏 名 立山   一郎 

生年月日  昭和〇年 〇月 〇日 （〇〇歳） 職 業 漁業 

住 所 
〒9〇〇-〇〇〇〇 

〇〇市〇〇〇 

電話番号（076▲）△△△－〇〇〇 

被推薦者 

の資格等 
 

(該当する区分に丸印

を付けてください。) 

漁業者委員 漁業法 138 条第 5 項に定める漁業者又は漁業従事者   

該当 ・ 非該当 

学識委員 
資源管理や漁業経営等、漁業に関する学識経験を有する。    

該当 ・ 非該当       

中立委員 
海区委員会の所掌に属する事項に利害関係を有しない。  

該当 ・ 非該当 

経 歴 
 

(漁業に関するもの) 

海区漁業調整委員、漁

協や漁業種類別協議会

等における役職経験等 

(漁業以外のもの) 

弁護士等の資格、会社

等の役職員、地方公共

団体の審議会等の委

員、大学等での研究、講

義の活動歴等 

役職名等 在職期間 

(主な経歴をご記入ください) 

富山海区漁業調整委員 〇〇年〇月〇日～〇〇年〇月〇日 

〇〇漁協理事 〇〇年〇月〇日～〇〇年〇月〇日 

〇〇生産組合長 〇〇年〇月〇日～〇〇年〇月〇日 

〇〇定置漁業(有)取締役 〇〇年〇月〇日～〇〇年〇月〇日 

 年 月  日～  年 月 日 

 年 月  日～  年 月 日 

漁業経営の 

状況等 
 

(漁業者のみ記入) 

漁業者又は漁業従事者※ 漁業経験年数 主な漁業種類 
年間漁業従事

日数 

漁業者 ・ 漁業従事者 〇〇年 定置漁業 〇〇〇日 

※ 漁業法第 138 条第 5 項に定める区域内に住所又は事業所を有し、1 年間に 90 日以上、漁船を使用する漁業を営み、

又は漁業者のために漁船を使用して行う水産動植物の採捕若しくは養殖に従事する者。「漁業者」、「漁業従事者」の

いずれかに丸印を付けてください。 

記入例（団体推薦） 



（様式第２号） 

 

 

推薦理由 
 

(200 字程度で記入して

ください。) 

 

 

 

※枠内に記載しきれない場合は「別紙のとおり」と記載し、別紙をこの推薦書に添付してください。 

 

２ 推薦をする者（団体・法人）に関する事項 

名称等 

（団体・法人名） 

（ふりがな）〇〇ぎょぎょうきょうどうくみあい 

〇〇漁業協同組合 
電話番号（076▲）△△△－〇〇〇 

設立目的 
組合員が共同して経済活動を行い、漁業生産能率を上げ、もって

組合員の社会的地位を高めること。 

構成員たる資格及び

構成員の人数 

〇〇漁業協同組合定款第 8 条で規定する組合員の資格による。 

（構成員 〇〇〇人） 

 

３ 被推薦者（推薦を受ける者）に関する同意・承諾事項 

富山海区漁業調整員会委員の候補者として推薦を受けるにあたり、下記のことに同

意します。 

記 

１ この推薦書に記載された内容について、知事が必要に応じて関係機関に確認・照会

すること。 

２ 漁業法第 139 条第 2 項及び漁業法施行規則第 45 条に基づき、この推薦書に記載さ

れた情報（住所、生年月日、電話番号を除く）を富山県ホームページで公表すること。 

３ 次のいずれにも該当しないこと。 

⑴ 応募時点で満 18 歳未満の者 

⑵ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

⑶ 禁固刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

⑷ 富山県議会の議員 

⑸ 富山県暴力団排除条例（平成 23 年富山県条例第４号）第２条第２号及び第３号

に規定する者 

富山県知事 殿 

 令和 ６年 〇月 〇日 

        被推薦者（推薦を受ける者）氏 名  立山 一郎      印 

備 考 

１ 提出された推薦書は返却しません。 

２ 推薦書に記載された情報（住所、生年月日、電話番号を除く）は富山県ホームページに公表されます。 

・水産業に係る地域活動の取組みなどのほか、人柄や委員区分

に応じた内容についてご記入ください。 

【記載内容の例】 

（漁業者委員） 漁場利用に関する知識、研究会等の活動状況、

資源管理の取組み状況等 

（学識委員） 漁業に関する知識、有している専門知識 

（中立委員） 海区漁業調整委員会が所掌する事項に利害関

係がない旨など 

（構成員の人数）漁業協同組合の場合、正組合員及び准組合員の合計を記載 


